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【要旨】 
本研究では、既設落石防護構造物の健全度や耐荷力を評価する技術、さらには必要な耐荷力を付与するための

合理的な補修・補強技術を開発することを目的に実施している。 
既設落石防護構造物の耐荷力評価技術に関する研究では、既設ロックシェッドの耐荷力評価に際して重要とな

る作用衝撃力の評価に関して、緩衝材として敷砂および砕石を用いた場合の実規模重錘落下衝撃実験を実施し、

各種衝撃力と入力エネルギーの関係等について検討を行った。また、既設落石防護構造物の補修・補強技術に関

する研究では、衝撃作用により損傷を受けた RC 梁に関して AFRP シート接着による補修・補強効果について実

験的に検討を行った。 
キーワード：落石防護構造物、落石覆道、敷砂緩衝材、砕石緩衝材、AFRP シート、補修、補強  

 
 

1．はじめに   

大規模地震あるいはその後の降雨等の影響により

多くの落石災害が発生し、道路網が寸断されるなど地

域生活に大きな影響を与えている。今後、既往の道路

防災総点検結果や震後点検結果を受け、防災対策工検

討が実施されることになる。ここで、設計想定最大荷

重に満たない落石等により損傷した対策工の再使用性

の判断は難しい状況にある。また、特に沿岸道路の既

設落石防護構造物には凍害塩害等による劣化損傷が顕

在化してきている。既存ストックを有効活用しつつ、

効率的・効果的に安全性向上を図り、落石災害に対す

る減災・防災強化事業を着実に推進していくことが求

められている。このような背景のもと、本重点研究で

は、既設落石防護構造物の健全度や耐荷力を評価する

技術、さらには必要な耐荷力を付与するための合理的

な補修・補強技術を開発することを目的とした検討を

行っている。 
平成 25 年度に実施した既設落石防護構造物の耐荷

力評価技術に関する研究では、既設ロックシェッドの

耐荷力評価に際して重要となる作用衝撃力の算定に関

して、緩衝材として敷砂および砕石を用いた場合の実

規模重錘落下衝撃実験を実施し、各種衝撃力と入力エ

ネルギーの関係等について検討を行った。 
既設落石防護構造物の補修・補強技術に関する研究

では、損傷を受けた RC 製ロックシェッドの耐衝撃補

強設計法を確立することを最終的な目的に、緩衝材を

設置した場合のロックシェッド頂版部の損傷としては

道路軸方向の曲げひび割れが卓越するというこれまで

の研究成果を踏まえ、その基礎的な取り組みとして衝

撃載荷により損傷を受けた RC 梁を対象として、曲げ

ひび割れ補修後に AFRP シート接着補強を施した場合

の耐衝撃補強効果について実験的に検討を行った。 
 

2．敷砂および砕石の緩衝特性に関する大型重錘落下

衝撃実験 

2．1 実験方法 

2．1．1 実験概要 

 写真-2.1には、重錘落下衝撃実験の状況を示してい

る。実験は、敷砂あるいは砕石緩衝材を 30～90 cm の
厚さで設置し、質量 2ton あるいは 5ton の鋼製重錘

をラフテレーンクレーンにより所定の高さまで吊り上

げ、脱着装置により実験装置の中央部に自由落下させ

ることにより行った。 
実験に使用した質量 2ton および 5ton の鋼製重

錘は同一の形状寸法であり（図-2.1）、直径が 1.0 m、

高さが 97 cm で、底部より高さ 17.5 cm の範囲が半

径 80 cm の球状となっている。異なる重錘質量に対し

て同一の形状寸法としたのは、形状による緩衝性能へ

の影響を排除し重錘質量の影響のみに着目するためで

ある。従って、5ton 重錘の場合には、質量が 2ton の
落石と底部形状が同一で長さの異なる円柱状の落石と

等価である。なお、個別要素法（DEM）を用いた解析

により、本重錘形状による解析結果は、設計と同様に

球体とする場合と類似であることを確認している1)。 
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2．1．2 実験ケース 

表-2.1 には、実験ケースの一覧を示している。砕石

の緩衝材厚 T は 90 cm を標準とし、さらに薄い場合

として70 cm、50 cm の2種類を設定した。敷砂緩衝材

の場合には、過去の研究において緩衝材厚 T = 90 cm
の実験が数多く実施されていることから、落石径より

も緩衝材厚が薄い実験条件として、T＝30、50、70 cm
の3種類を設定した。実験ケース名は、緩衝材の種類を

示す記号（砕石：G、敷砂：S） とその厚さ（cm）、お

よび 5ton 重錘を用いた実験の落下高さを示す“H”と
その高さ（m）を用いて、ハイフンで結び示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
砕石緩衝材の厚さT = 90 cm の場合には、実験の再現

性を確認するために同一条件で2回の実験を実施して

おり、実験ケース名の後半にハイフンで番号付けをし

て区別した。また、入力エネルギーが E = 98.1kJ の場

合には、重錘質量の影響を検討するために 2 ton の重

錘を用いた実験を1ケースのみ実施している。 
2．1．3 緩衝材 

 過年度に実施した北海道内の既設ロックシェッドに

設置されている緩衝材の現況調査結果より、その多く

は現地発生材の礫質土であり、非常に強固に締固まっ

ていることが明らかになっている2)。このことから、本

研究では、これらの緩衝材料に類似した砕石と従来よ

り緩衝材として使用されている敷砂材の緩衝特性につ 

写真-2.1 実験状況(実験装置と重錘) 

 

図-2.1 重錘の形状寸法(2ton,5ton) 
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表-2.1  実験ケース一覧 

実験ケース 
緩 
衝 
材 

緩衝
材厚 
(cm) 

落下 
高さ 
(m) 

入力エネ
ルギー

(kJ) 

締固め厚さ 
(cm) 

（下→上） 
G50-H 2.0 

砕

石 

50 
2.0 98.1 

25+25 
G50-H 5.0 5.0 245.2 
G70-H 2.0 

70 
2.0 98.1 20+25+25 

G70-H 5.0 5.0 245.2 25+22+23 
G90-H 2.0 

90 

2.0 98.1 

30+30+30 
G90-H 5.0-1 5.0 

245.2 
G90-H 5.0-2 5.0 

G90-H 5.0-2tf 5.0 98.1 
S30-H 2.0 

砂 

30 
2.0 98.1 

30 
S30-H 5.0 5.0 245.2 
S50-H 2.5 

50 
2.5 122.6 

25+25 
S50-H 5.0 5.0 245.2 
S70-H 2.5 

70 
2.5 122.6 

20+25+25 
S70-H 5.0 5.0 245.2 

 
表-2.2  緩衝材の物性値 

緩

衝
材 

産地 種
類 

粗粒
率 

最大乾

燥密度
(g/cm3) 

最適
含水
比 
(%) 

最大 
粒径
(mm) 

均等

係数 
Uc 

50 %
粒径
D50 
(mm) 

砕
石 

小樽
市見

晴 

切

込
砕
石 

5.65 2.17 7.4 30 - 9.5 

砂 
石狩
市知
津狩 

細

砂 1.39 1.63 18.2 4.75 2.37 0.27 
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いて比較する形で検討を行なうこととした。ここで、

砕石緩衝材の選定にあたっては、共同研究を締結して

いるスイス連邦工科大学（ETH）における研究事例3) 等

を参考にしている。 
実験に使用した砕石は、比重が大きく、粒度分布が

上記スイスでの研究事例と同様の 0 ∼ 30 mm 級切込

砕石（小樽市見晴産）を選定した。砂については、こ

れまでの敷砂緩衝材に関する実験と同一とし、細砂を

使用した。 表-2.2 には実験に使用した砕石と砂の物

性値を示している。 
 敷砂の締固めは、これまでの敷砂緩衝材に関する実

験と同様に表-2.1 の実験ケース右欄に示す締固め厚

さに仕上がるように、敷砂厚 70 cm の場合には下から 
20 cm、25 cm、25 cm の 3 層、敷砂厚 50 cm の場合

には 25 cm を 2 層、敷砂厚 30 cm の場合には、30 cm 
1 層毎に、それぞれ足踏み式により行った。砕石緩衝

材の場合についても同様に、最大の締固め度が得られ

るように、表-2.1の締固め厚さごとに敷均し、各層は 
写真-2.2 に示すタンピングランマーを用いてランマ

ーのプレートマークが残らない状態になるまで（縦横

それぞれ約 1 往復）転圧を行った。なお、各実験の終

了後には、重錘落下中心部の緩衝材（3×3m 以上の範

囲）をバックホウ（0.8 m3 級）により取り除き、各緩

衝材の再設置を行っている。 
また、敷砂緩衝材の場合には、各実験に際してシン

ウォールサンプリングチューブを用いて、実験前には 
3 箇所で、実験終了後には重錘落下点直下の 1 箇所で

試料採取（φ 7.5cm、h = 15 cm）し、締固め密度を確認

した。砕石緩衝材の場合にはシンウォールサンプリン

グチューブを用いての計測ができないため、写真-2.3

に示すように剛基礎上に同様の枠を設置し、実験時と

同様の締固めを行い、平板載荷試験と突き砂による土 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の密度試験 4)（JGS 1611-2003）を実施した。 
砕石緩衝材の締固め度は、写真-2.3 による密度試

験結果より、最適含水比より乾燥側の含水比 6.1 %で

あり、締固め度は 95 % であった。既設ロックシェ

ッドの礫質土緩衝材の締固め度が平均で 92 % であ

ったことから、本実験時の砕石緩衝材の状態は、現場

と類似した強固に締固まった状態であるものと判断さ

れる。一方、敷砂緩衝材の実験時の湿潤密度は1.46 
g/cm3、含水比は12.1％であった。 

2．1．4 実験装置の概要 

図-2.2には、大型緩衝材用実験装置の側面図を示し

ている。本装置は、緩衝材を設置するための鋼・コン

クリートからなる鉄骨コンクリート版（以後、SRC 版）

と、緩衝材を介して構造物に作用する衝撃力（以後、

伝達衝撃力）を精度よく計測するために、SRC 版を支

持する衝撃用ロードセルから構成されている。図-2.3

には、伝達衝撃力計測用ロードセルの配置図を示して

いる。 
 これまでの敷砂緩衝材の緩衝特性に関する研究では、

剛基礎上に衝撃応力測定用ロードセルを基礎面と面一

になるように直線上に埋め込み、かつ伝達衝撃応力が

点対称に分布するものと仮定し、台形則により合算し

て伝達衝撃力を評価している。しかしながら、野外で

の実規模実験では重錘落下の精度に限界があり、必ず

しも設定した対称点に重錘を落下させることができな

いため、自ずと伝達衝撃力評価に誤差が生じる。この

ことから、本研究では緩衝材を介した伝達衝撃力を的

確に計測することを目的に、緩衝材を設置する剛基礎

としての SRC 版全体をロードセルで支持する構造と

した。 
SRC 版は、各辺 5 m の正方形で、版厚は 0.5 m で

ある。底版には板厚 22 mm の鋼板を使用し、H 形鋼 

写真-2.2 砕石緩衝材の転圧状況（G70-2層目） 

 

写真-2.3 砕石緩衝材の締固め密度の計測状況 
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や溝形鋼を用いて井桁状に主構造を組み、溶接による

ひずみが入らないように計測を行いながら製作してい

る。また版上面には D 32 の異形鉄筋を 100 mm 間隔

で格子状に配置している。また、重錘による SRC 版の

載荷点部における局所的な損傷を防ぐため、版中央部

には板厚が 22 mm で1 m四方の鋼鈑を設置しており、

各実験後に SRC 版に損傷がないことを確認している。

なお、各ロードセルは上面に設置した鋼板と貫通ボル

トを通して固定し、実験時の SRC 版の浮き上がりも防

止している。 

緩衝材設置のための枠は、SRC 版に等辺山形鋼を溶

接して設置したため、緩衝材の設置範囲は 4.9 m × 4.9 
m の平面形状となっている。 

2．1．5 計測項目 

本実験における計測項目は、1) 重錘の頂部表面に設置

したひずみゲージ式高応答小型加速度計（容量 100、
200、500 G、応答周波数 DC～2、3.5、5kHz）による重

錘衝撃力、2) SRC 版下面に設置した 図-2.3、写真-2.4 
に示す 29 個の衝撃用ロードセル（定格容量：750 kN 
5個、500 kN 8 個、300 kN 16 個）の合計値である伝達

衝撃力、3) 非接触型レーザ式変位計（応答周波数約 1 
kHz）による SRC 版の変位、4) デジタルハイスピー

ドカメラによる重錘貫入量（解像度：640 ×480）であ

る。なお、レーザ式変位計は、 図-2.3 に示すように

重錘落下点に対して 定格容量750 kNと500 kNのロー

ドセルの中間に配置している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．2 実験結果 
2．2．1 砕石緩衝材の各時刻歴応答波形 

 図-2.4 (a)～(c) には、入力エネルギー E = 98.1、
245.2 kJ ( 落下高さ H = 2.0、5.0 m ) で、砕石緩衝材

の厚さを変化させた場合の重錘衝撃力、伝達衝撃力お

よび重錘貫入量に関する時刻歴応答波形を示している。

なお、伝達衝撃力は、図-2.3 に示した 29 個のロード

セルからの応答波形を時間軸を等しくして合算したも

のである。また、重錘貫入量の時刻歴波形は、高速度

カメラからの出力結果である。なお、レーザ式変位計

による SRC 版の変位は実験前後とも、0.1 mm 以下の

ノイズとして計測されており、衝撃力の作用による変

形は計測されていない。 
(a)～(c) 図より、重錘質量 5 ton （図中、青色、赤色、

黒色）の各時刻歴応答波形の最大応答値は砕石緩衝材

の緩衝材厚にかかわらず、落下高さ h が高い場合が大

きいことが分かる。 
緩衝材厚毎の比較において、緩衝材厚 が 90 cmの場

合に着目すると、重錘衝撃力波形（a 図）はいずれの

ケースも重錘衝突初期に急激に立ち上がる正弦半波状

の第 1 波のみの波形となっている。伝達衝撃力波形 
（b 図）に関しては、重錘衝撃力に対して遅れて励起

しており、正弦半波状の第 1 ピーク近傍の性状が重錘

衝撃力波形と若干異なるとともに、その後に続く第 2 
波から構成されている。重錘貫入量（c 図）に関して

は、最大貫入量を示した後にリバウンドして若干浮き

上がるものの再度貫入する傾向を示し最大貫入量程度

の一定値に漸近している。入力エネルギーを同一とし

た重錘質量 2 ton の場合には、リバウンドの量が若干

大きい傾向を示している。 
砕石緩衝材の再現性を確認するための実験（5 ton 重

錘、落下高さ H = 5.0 m、入力エネルギー E = 245.2 kJ ） 

図-2.2 実験装置(側面図) 

 

1,
20

0
22

50
0

コンクリート剛基礎

鋼板 t = 22浮上がり防止ナット

(mm)

ロードセル750 kN ロードセル 500 kN ロードセル300 kN

5,000 (SRC版 5,000 x 5,000 x 522)

30-930-11

30-12 50-6

30-10

50-5

30-8

50-4

30-7

30-6

1,000

50-1

75-2

75-1 75-375-5

30-1

1,000500 1,000

30-13

30-14

30-15

50-7

50-8

30-16

5001,000

50-3

50-2

30-5

30-4

30-2 30-3

3750 kN拡大図

250 250

25
0

25
0

25
0

75
0

75-4

B B

1,
00

0
1,

00
0

50
0

1,
00

0
50

0
1,

00
0 ：750 kN ロードセル

A

A

：500 kN ロードセル
：300 kN ロードセル
: レーザ式変位計

図-2.3 伝達衝撃力計測用ロードセル配置図 

 

写真-2.4 伝達衝撃力計測用ロードセル 
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結果より、重錘衝撃力波形（a 図）、伝達衝撃力波形（b 
図）、重錘貫入量（c 図）とも、ほぼ同様の波形性状を

示しており、十分再現性があることが明らかになった。 
次に、重錘質量の影響を検討するために、入力エネ

ルギーの等しい重錘質量 2 ton、落下高さ H = 5.0 m の
場合と重錘質量 5 ton、落下高さ H = 2.0 mの場合につ

いて応答値および波形を比較する。 
図より、重錘衝撃力波形（a 図）は、重錘質量 2 ton

（緑色）の場合が重錘質量 5 ton（青色）の場合より最

大ピーク値に達する迄の時間が早い。最大衝撃力は両

者類似である。また、波動継続時間は、重錘質量 2 ton 
の場合が t =22 ms で、重錘質量 5 ton の場合の t = 30 
ms より短い。 
伝達衝撃力波形（b 図）において、最大衝撃力は重

錘衝撃力と同様にほぼ類似している。また、第 1 波目

の波動継続時間も重錘衝撃力と同様に、重錘質量 2 ton  
の場合が小さい傾向を示している。ただし、その後の

第 2 ピークの発生時間はほぼ類似している。 
重錘貫入量（c 図）は、重錘質量 2 ton の場合が重

錘質量 5 ton の場合よりも早期に最大値に達している

ことがわかる。 
以上より、砕石緩衝材の入力エネルギーが等しい場

合における比較では、重錘衝撃力と伝達衝撃力の最大

値はほぼ同様であるが、重錘質量の大きい方が各最大

衝撃力の発生時刻が早く、重錘貫入量が早期に最大値

に達することが明らかとなった。 
2．2．2 敷砂緩衝材と砕石緩衝材の各時刻歴応答波形

の比較 
図-2.5 (a)、(b)には、表-2.1 の実験ケースに示した

重錘質量 5 ton、落下高さ H = 5.0 m （入力エネルギー 
E = 245.2 kJ ）における敷砂と砕石緩衝材の各時刻歴応

答波形を緩衝材厚毎に比較して示している。なお、(b)
図は重錘衝突時近傍の 50 msまでの応答波形を拡大し

て示したものである。 

緩衝材厚 T = 90 cm に着目すると、最大重錘衝撃力

や最大伝達衝撃力は、砕石緩衝材に重錘が貫入し、最

大貫入量に達する前にピーク値が発生していることが

分かる。 

緩衝材厚 T = 70 cm に着目すると、砕石緩衝材の場

合において、重錘は T = 90 cm の場合より早期に最大

貫入量に達している。従って、最大重錘衝撃力や最大

伝達衝撃力も、最大貫入量に達すると同時刻程度に発

生していることが分かる。この傾向は、砕石緩衝材厚 
T = 50 cm の場合においても同様である。 
敷砂緩衝材の場合に着目すると、最大重錘衝撃力や

最大伝達衝撃力は、砕石緩衝材の場合においては重錘 

図-2.4 各時刻歴応答波形（ G90、G70、G50 ） 
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衝突後約10 ms 経過後に発生しているのに対して、約 
20 ms 後に励起しており、最大値についても1/2～1/4程
度となっており緩衝性能に優れていることが分かる。

また、重錘が最大貫入量に達する経過時間も約 100 ms 
経過後であり砕石に比較して大幅に長く示され、効率

的に衝撃エネルギーが吸収されていることが窺える。 
緩衝材厚 T = 50 cm に着目すると、その傾向は T = 

70 cm の場合と同様であるが、緩衝材厚が薄くなった

ことにより最大重錘衝撃力や最大伝達衝撃力および重

錘が最大貫入量に達する経過時間は若干短くなる傾向

を示している。また、敷砂緩衝材の場合において、重

錘貫入量の時間分布はほぼトリリニア状となっており、

その折れ点で重錘衝撃力や伝達衝撃力波形は極大値を

示していることが分かる。このような性状は、重錘と

敷砂中を伝播する応力波が複雑に関係しているものと

推察され、今後個別要素法（DEM）等で詳細に検討し

たいと考えている。  
緩衝材厚 T = 30 cm の実験は敷砂緩衝材の場合のみ

である。層厚が薄いこともあり最大重錘衝撃力および

最大伝達衝撃力に達する経過時間は、T = 50 cm の場

合に比較して短く示され、かつ最大衝撃力も大きいこ

とから、緩衝性能も低下していることが分かる。 
2．2．3 各種衝撃力と入力エネルギーの関係  

図-2.6 には、表-2.1 の実験ケースに示した重錘質

量 5 ton、落下高さ H = 2.0、2.5、5.0 m （入力エネル

ギー E = 98.1 ～ 245.2 kJ ）における敷砂緩衝材と砕

石緩衝材に対する最大重錘衝撃力と入力エネルギーの

関係を示している。 
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図-2.5 敷砂および砕石緩衝材の時刻歴応答波形図（ 重錘質量 5 ton H5.0 ） 
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図中の黒曲線は、振動便覧式5) に基づき、緩衝材の

層厚 T と重錘径 D の比から決定される割り増し係

数を考慮して算出した衝撃力（ラーメの定数：λ ＝ 0.5 
～ 15 MN/m2 、割り増し係数： α ＝ ( D/T ）1/2＝ 1.41、
1.20、D：重錘径 1.0 m、T：敷砂厚 50、70 cm )を示し

ている。 

 図より、敷砂と砕石緩衝材設置時における最大衝撃

力は、入力エネルギーの増加に対応して増加しており、

かつ最大伝達衝撃力が最大重錘衝撃力よりも大きい傾

向にあることが分かる。また、敷砂緩衝材の最大重錘

衝撃力および最大伝達衝撃力は共に、ラーメの定数が 

λ = 1 MN/m2 前後の場合に対応していることが分かる。

しかしながら、砕石緩衝材の場合には層厚の増加に対

応してラーメの定数 λ も大きくなる傾向を示し、敷砂

緩衝材の傾向とは異なることが分かる。砕石緩衝材設

置時の最大重錘衝撃力と伝達衝撃力は敷砂緩衝材設置

時に比較して 2 ～ 4 倍程度大きいことが明らかにな

った。 

 
3．損傷を受けた RC梁の AFRPシート接着補強による

耐荷力検討 

3．1 実験概要 

3．1．1 試験体概要 

 図-3.1には、試験体の形状寸法、配筋状況および

AFRPシート接着状況を示している。本実験に用いた

試験体の形状寸法は、200 × 250 × 3,000 mm（梁幅 × 梁
高 × 純スパン長）である。軸方向鉄筋には D19 を用

い、上下端に複鉄筋配置としている。また、せん断補

強鉄筋には D10 を 100 mm 間隔で配筋している。ま

た、軸方向鉄筋は梁端面に設置した厚さ 9 mm の定着

鋼板に溶接している。 
表-3.1には、RC 梁の静的設計値一覧を示している。

表中、静的曲げ耐力 Pusc および静的せん断耐力 Vusc 

は、土木学会コンクリート標準示方書に基づき算定し

ている。表-3.2には、本実験に使用した AFRP シート

の力学的特性値を示している。また、実験時における

コンクリートの圧縮強度は、N試験体およびA/DA試験

体でそれぞれ23.4MPaおよび32.0MPaであり、軸方向鉄

筋の降伏強度はN試験体およびA/DA試験体でそれぞ

れ355MPaおよび368MPaであった。 
3．1．2 実験方法 

 写真-3.1には、実験状況を示している。衝撃荷重の

載荷は、質量 300 kg、先端直径 200 mm の鋼製重錘を

所定の高さから試験体スパン中央部に自由落下させる

ことにより行っている。重錘底部は、衝突時の片当た

りを防止するために、高さ 2 mm のテーパを有する球

面状となっている。RC 梁は、浮き上がり防止治具付き

の支点上に設置しており、支点部の境界条件はピン支

持に近い状態になっている。衝撃荷重載荷実験におけ

る RC 梁の終局状態は、AFRP シートによる補強を行

わない場合については、既往の研究と同様に残留変位

量が純スパン長の 2 ％ 程度に達した状態、AFRP シ

ートにより補強を行った場合についてはシートが破断

に至った状態を目安としている 6)。 
測定項目は重錘衝撃力 P、スパン両端の合支点反力

（以後、支点反力）R、載荷点変位（以後、変位）δ、
である。また、実験終了後には、RC梁の側面を撮影し、

ひび割れ性状を観察している。 
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図-2.6 敷砂および砕石緩衝材の最大衝撃力と入力エネルギーの関係（ 緩衝材厚 T = 50、70 cm ） 
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3．1．3 実験ケース 

表-3.3には実験ケース一覧を示している。実験は、

AFRPシート補強の有無、損傷の有無をパラメータと

している。表中の試験体名のうち、1 次載荷のみ実施

した試験体については、第一項目は補強の有無（N:無、

A:有）を示し、第二項目は載荷方法（I:衝撃）と重錘落

下高さ（m）を示している。1 次載荷により損傷を与え

補強後に2次載荷を実施している試験体については、第

一項目は1次載荷後にひび割れ補修およびシート補強

した場合の実験を示す DA と1次載荷時の重錘落下高

さ（m）を、第二項目は載荷方法（I:衝撃）と2 次載荷

時の重錘落下高さ（m）を示している。1 次載荷および

2 次載荷の落下高さは以下の検討により決定した。N 
試験体については、終局までの耐衝撃挙動データが取

得できるように落下高さ  H = 1.0 m から 0.5 m 刻み

で H = 2.5 m までの 4 ケースとした。A 試験体につ

いては、AFRP シートによる補強効果を考慮し、H = 1.5 
mから0.5 m 刻みで H = 3.0 m までの 4 ケースとして

いる。R 試験体については、N 試験体の衝撃荷重載荷

実験結果により、1 次載荷の落下高さを決定している。

すなわち、落下高さH=2.5mにおける残留変位量が破壊 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の目安とした純スパン長の2％程度に達していること

から、補修対応する場合の残留変位量として終局の場

合の50％程度以下と仮定し、1次載荷の落下高さとして

H=1.5mを設定した。 

図-3.1 試験体の形状寸法および配筋状況 

重錘ロードセル 

レーザ式変位計 

写真-3.1 実験状況 

表－3.2 AFRPシートの力学的特性値（公称値） 

目付量 
 

(g/m2) 

保証 
耐力 

(kN/m) 

設計厚 
 

(mm) 

引張

強度 
(GPa) 

弾性

係数 
(GPa) 

破断 
ひずみ 

(%) 

830 1,176 0.572 2.06 118 1.75 
 

表－3.1 RC梁の静的設計値一覧 

主鉄筋

比 
Pt 

せん断 
スパン比 

a/d 

曲げ 
耐力 

Pusc(kN) 

せん断 
耐力 

Vusc(kN) 

せん断 
余裕度 
α 

0.011 7.14 50.2 289.5 5.77 
 

表－3.3 実験ケース一覧 

試験体名 シート

補強の

有無 

一時載荷

落下高さ

H1(m) 

ひび割れ 

補修・

AFRP補強 

二時載荷

落下高さ

H2(m) 

N-I1.0 

無 

1.0 

－ － 
N-I1.5 1.5 
N-I2.0 2.0 
N-I2.5 2.5 
A-I1.5 

有 

1.5 

－ － 
A-I2.0 2.0 
A-I2.5 2.5 
A-I3.0 3.0 

DA1.5-I1.5 

無 1.5 有 

1.5 
DA1.5-I2.0 2.0 
DA1.5-I2.5 2.5 
DA1.5-I3.0 3.0 
DA1.5-I3.5 3.5 

 

 - 8 - 



既設落石防護構造物の補修・補強技術に関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．1．4 ひび割れ補修およびAFRPシート補強 

 1次載荷によって損傷を受けたRC梁の補修は、長期

耐久性に対して有害であるとされる0.2mm以上のひび

割れ部を対象にエポキシ樹脂を注入することにより行

っている。補修の手順を概説すると、1) 0.2 mm 以上開

口しているひび割れ部を対象として、エポキシ樹脂が

表面に漏れないようにするためにパテを用いて密封す

る。2) 注入針を介してエポキシ樹脂をひび割れ部に注

入する(写真-3.2)。3) エポキシ樹脂がひび割れ部に十

分浸透し、かつ固化したことを確認後、パテを除去し、

ひび割れスケッチ用のポスターカラーを塗布する。以

上により、補修の一連の作業が終了する。なお、補修

に用いたエポキシ樹脂は圧縮強度および引張強度の公

称値はそれぞれ 60 MPa 以上および 30 MPa 以上と

なっている。ひび割れ補修後に補強対策として使用し

たAFRP シートの接着は、RC 梁底面のブラスト処理

面（処理深さ 1 mm 程度）に対してプライマーを塗布

し、指触乾燥状態にあることを確認した後、含浸接着

樹脂を用いて実施した。養生は 20 ℃ 程度の環境下で 
7 日間以上行った。なお、ブラスト処理は作業性等を

考慮し、実験対象試験体に対して1次載荷前にあらかじ

め実施している。 

3．2 実験結果 

3．2．1 時刻歴応答波形 

 図-3.4～3.6には、重錘衝撃力、支点反力および載荷

点変位に関する応答波形を示している。 
図-3.4より、重錘衝撃力波形は、いずれの試験体も

類似の性状を示していることが分かる。すなわち、振

幅が大きく継続時間が 3 ms 程度の第1波に振幅の小

さい第 2 波および第 3 波が後続する性状を示してい

る。また、重錘衝突後 10 ms 以降に励起されている波

形は初回の重錘衝突後に RC 梁から一旦離れた重錘

が再度 RC 梁に衝突することにより発生したもので

あることを高速度カメラの映像により確認している。

この 2 度目の重錘衝突時刻は(c)図の載荷点変位波形

における初期の立ち上がり勾配の変曲点の時刻に対応

している。 
 図-3.5より、支点反力波形は、いずれの試験体も重

錘落下高さによらず、変位波形の第1波目に対応する継

続時間の長い波動に高周波成分が合成された波形性状

を示していることが分かる。ただし、上記波動の継続

時間は、A 試験体および DA 試験体の場合の方がN 
試験体と比較して短い。これは、シート補強すること

によって主鉄筋降伏荷重の増加やその後の剛性勾配お

写真-3.2 ひびわれ補修状況 

図-3.4 重錘衝撃力に関する応答波形 
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よび曲げ耐力が増加し、後述する変位量の低下とそれ

に伴い変位波形の周期が短くなることに対応している。 
 図-3.6より、載荷点変位波形は、いずれの試験体も

類似の性状を示していることが分かる。すなわち、衝

撃荷重載荷初期に正弦半波状の振幅の大きな波形が励

起した後、減衰自由振動状態に至り、残留変位が発生

している。変位量は、重錘落下高さ H によらず A 試
験体および DA 試験体の方が N 試験体よりも小さ

く、波動の周期も短くなっており、AFRP シートの補

強効果が示されている。AFRP シートで補強した 2  
試験体について比較すると、落下高さ H = 2.5 m まで

はほぼ同様の変位波形を示しているが、H = 3.0 m で
は A 試験体においてAFRPシートが破断したことに

より最大変位および残留変位ともに DA 試験体より

も大きく示されている。また、AFRP シートは最大変

位発生以前に破断していることから、DA 試験体の最

大変位発生以降の減衰自由振動波形の周期はN試験体

とほぼ同様となっている。以上より、ひび割れ補修後

に AFRP シートにより補強した試験体は、AFRP シー

トが破断に至るまでは、無損傷RC梁の AFRP シート

補強供試体と同様な耐衝撃挙動を示し、最大応答変位

量や残留変位量を抑制できることが明らかになった。 
3．2．2 ひび割れ分布性状 

 図-3.7は、衝撃荷重載荷実験終了後における各試験

体側面のひび割れ分布性状を示している。図より、衝

撃荷重載荷時におけるひび割れ分布性状は、いずれの

試験体もスパン全域にわたって梁の上下縁から鉛直方

向に進展する曲げひび割れや、載荷点部近傍から梁下

縁に向かって約45°の角度で進展する斜めひび割れと

なっている。なお、上縁から曲げひび割れが進展する

のは、衝撃初期に発生する曲げの主波動が支点に向か

って伝播する場合において、支点近傍が固定端と類似

の変形状態になることによるものと推察される。A試

験体に着目すると、H = 3.0 m でシートの破断によっ

図-3.6 載荷点変位に関する応答波形 

(a) H = 2.5 m        (b) H = 3.0 m       (c) H = 3.5 m 

図-3.5 支点反力に関する応答波形 
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て終局に至っている。これは、上縁コンクリートが圧

壊してその抵抗力が消失し引張縁の AFRP シートに

引張力が急速に作用した状態であると考えられる。DA 
試験体に関しては、1 次載荷の影響により載荷点直下

のコンクリートの圧壊範囲が A 試験体に比較して大

きくなっているものの、全体的なひび割れ性状につい

ては同様となっている。また AFRP シートは H = 3.5 
m において破断している。 
 
4．まとめ 

既設ロックシェッドの耐荷力評価に向けて重要と

なる緩衝材（敷砂および砕石）の緩衝特性について検

討より； 

1)既設ロックシェッドは敷砂緩衝材を設置することと

してその緩衝特性を考慮して設計が実施されてい

る。しかしながら、現実的には礫質土が敷設され

ており、かつそれらは強固に締固まった状態にな

っている。 
2)砕石緩衝材の場合において、衝撃実験の再現性は非

常によい。等しい入力エネルギーで重錘質量およ

び落下高さが異なる場合には、最大衝撃力はほぼ

類似の値を示すが、重錘貫入量は若干異なる。 
3)敷砂と砕石緩衝材の緩衝特性の比較において、砕石

緩衝材を設置した場合における最大重錘衝撃力と

最大伝達衝撃力は敷砂緩衝材を設置した場合の 2 
～ 4 倍となる。 

 損傷を受けたRC梁のAFRPシート接着補強による耐

荷力検討より； 

1)AFRPシート補強RC梁の破壊性状は、静載荷時には

シート剥離であるのに対して、衝撃荷重載荷時に

はシート破断で終局に至る。 
2)AFRPシートが破断に至らなければ、初期損傷の有

無にかかわらずAFRPシート補強RC梁は同様の耐衝

撃挙動を示す。 
3)AFRPシート補強により最大変位量および残留変位

量が抑制されることから損傷したRC梁の耐衝撃補

強対策として有効である。 
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図-3.7 各試験体側面のひびわれ分布性状 

(c) DA1.5試験体の一次載荷後 (a) N試験体 (N-I2.5) 

(b) A試験体 (A-I2.5, -I3.0) 

(d) DA1.5試験体 (DA1.5-I2.5, -I3.0, -I3.5) 
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Abstract ：This study aimed to develop techniques for assessing the soundness and load-carrying capacity of 
rockfall protection structures in use and for repairing and reinforcing such structures to rationally provide the 
required load-carrying capacity.  
 In relation to assessment techniques for load-carrying capacity of rockfall protection structures in use, field 
surveys were done on the buffering members of rock sheds, which is important in assessing how impacts act 
on the structure. The surveys revealed the types of materials that are used and the thicknesses and densities 
of those materials. The current conditions of deterioration and damage found in rock sheds on national 
highways were analyzed and clarified. In the area of study for suggesting techniques for repairing and 
reinforcing rockfall protection structures in use, an experimental repair was done on an RC beam that had 
been damaged by impacts; the repair involved the bonding of AFRP sheets. The repairing and reinforcing 
effects of the experimental repair was analyzed.  
 
Key words : Rockfall protection structures, deterioration and damages, rock shed, AFRP sheet, repair, 
reinforcement 
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